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今期決算のポイント

1. 貸借取引貸株残高増加

2. 有価証券貸付不調

3. 連結対象会社の影響大

（日証金信託・日本証券代行）
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単独決算の状況

△516
（△29.3％）

1,7651,248当期純利益

△1,023
（△41.4％）

2,4701,446経常利益

964
（3.9％）

24,52025,484営業収益

比　較前　期当　期

単位:百万円
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連結決算の状況

152
（5.4％）

2,8372,989当期純利益

△294
（△7.2％）

4,0983,804経常利益

117
（0.4％）

31,56831,686営業収益

比　較前　期当　期

単位:百万円
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借株代り金利息の増収

n 借入有価証券代り金利息の一部
　　① 借株代り金利息

　　② 借債券代り金利息

n 借株代り金利息は融資金利と同率運用
13年3月期 １，３０８百万円

14年3月期 ２，４１７百万円
→ 貸借取引貸付金の減少を若干カバー
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連結会社の概況

n 子会社
日証金信託銀行 増益

日本ビルディング 堅調・横ばい

日本事務サービス 横ばい

n 持分法適用会社
日本証券代行 大幅増益

日本電子計算 減益
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日証金信託銀行の業務展開

n 顧客分別金信託の受託・・・圧倒的シェア

n 貸出金は貸付手法を多様化

→シンジケーション方式の促進

n 有価証券運用信託は依然低水準

n 効率的な資金調達・運用に注力
→スリムな組織を生かして機動的な対応
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自社株買いの状況と対応

n 当期の買付
株数 　　５９４万株

取得価額 　　　２５億円

n 今期の株主総会付議予定
　　株数 　　７００万株

取得価額 　　　３５億円
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対処すべき課題

1. 日証金オンラインシステムの再構築

2. 貸借取引制度の弾力的運営

3. 店頭株式市場への貸借取引導入
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１．オンラインシステム再構築

n 平成１５年５月稼動を目途
・T+１や決済制度改革などへ対応
・ＳＴＰ化をすすめ、迅速かつ正確な取引

・費用は約５０億円を見込む（変更なし）
・現在、要件確定作業終了

→ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ製作段階・下期に総合テスト
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２．貸借取引制度の弾力的運用

n 「貸借取引貸株料」の新設
本年５月７日から

貸株残高に対して、年０．４％

n 貸借銘柄の拡大
ETF（上場投資信託）→すでに貸借銘柄

REIT（不動産投資信託）→検討中
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３．ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸへの貸借取引導入

n 今年度中に実施予定

・証券決済制度改革（統一清算機関の
稼動）のタイミングに合わせて導入

・システム対応準備
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貸借取引貸株料の影響

n 次期の貸株残高・・・当期比減少
１３年度実績 ７，１１２億円

１２年度実績 ５，１２８億円

n 貸株料収入 １４年度はフルに寄与せず

n 借株代り金利息 減少を見込む
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次期の見通し（単独）

3511,2481,600当期純利益

8531,4462,300経常利益

△2,48425,48423,000営業収益

比較今期実績予想値

単位：百万円
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次期の見通し（連結）

△3892,9892,600当期純利益

953,8043,900経常利益

△2,68631,68629,000営業収益

比較今期実績予想値

単位：百万円
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注意事項

本資料には、業績予想に関わる記述が
含まれています。こうした記述は、将来の
業績を保証するものではなく、リスクや不
確定要因を内包するものです。将来の業
績は、株式市況・金融情勢などにより、大
幅に異なる可能性があります。


